
 

 

令和４年度鳥栖市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

鳥栖市は佐賀県の北東部に位置し、福岡県に接している。地形は北高南低で、北西部

には九千部山、石谷山、城山へと続く山間山麓地形があり、南部へ向けてなだらかな丘

陵地帯が形成されており、南東部には平坦な水田地帯が広がっている。 

地勢としては、高速道路・鉄道の分岐点という九州陸路交通のクロスポイントとなっ

ており、九州でも有数の内陸工業都市である。その地の利を活かして、これまで大規模な

宅地や流通業務団地等の開発、九州新幹線開業に伴う周辺整備などが行われてきた。ま

た、現在は新産業集積エリアの開発も進められている。 

市内の農地面積は約 1,279ha だが、今後は開発等に伴って農地面積は減少していくも

のと考えられる。 

農業経営については、米・麦・大豆を中心とした農家が多く、営農類型としては「水稲

＋麦＋大豆」、「水稲＋麦＋アスパラガス」、「水稲＋麦＋露地野菜（タマネギ、キャベツ、

ジャガイモ、大根、ブロッコリー）」などの準単一複合経営が中心である。 

作物作付の現状としては、主食用米を需要に応じて生産しつつ、主たる転作作物であ

る大豆及び飼料用米については団地化など生産性向上に繋がる取組みを行っている。近

年では、農業者の経営安定に資するため、高収益作物である野菜の生産振興にも努めて

いる。また、生産基盤である農地を有効活用するため、麦等の裏作作物の作付を推進し、

収穫後の麦わらの有効活用によるコスト削減・生産性向上に取り組んでいる。 

地域が抱える課題としては、農業者の高齢化・後継者不足に伴う地域農業の衰退、都市

化による農地の減少及び近隣住民とのトラブル、圃場の排水機能低下による農地の面的

集積の停滞や不作付地の増加、中山間地域における有害鳥獣被害などが挙げられる。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

当地域では、主食用米からの転換作物として飼料用米・米粉用米・麦・大豆・キャ

ベツ・タマネギ・ジャガイモ・大根・ブロッコリー、アスパラガス・イチゴの作付け

に取り組んでいる。露地野菜については、需要への対応や契約栽培による生産者の収

入安定化等に資するため加工用の作付けを推進する。また、アスパラガスについて

は、消費者から選ばれる作物づくりのため県版 GAP（農業生産工程管理）の導入を推

進する。  

今後も産地の収益力強化に向け、ＪＡとともに地域重点作物の検討・推進を図って

いく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

各地域において、病害虫の被害・連作による収量低下を回避するため、ブロックローテ

ーションを行っている。今後は、全体的に転作を地域農家全体の課題として解決していく

ために、地域の合意に基づき、ブロックローテーションの仕組みの体系化を目指し、話し

合いを重ねていく。 

当地域は、全耕地面積に占める半数以上の面積に水稲の作付けがされており、転作とし

て、飼料用米・米粉用米の面積が徐々に増えている。そのため現状としては、水田のまま

維持し続けることとする。 



 転作確認の際に、水稲（水張り）を組み入れない作付体系が数年以上定着し、畑作物の

みを生産し続けている水田がないか、今後も水稲作に活用される見込みがないか等の水田

の作付状況を確認し、把握に努める。 

上記の確認結果を踏まえ、露地野菜等の農地について、畑地化重点支援期間（令和３～

５年度）内の畑地化支援を有効活用し、畑地化の推進を図っていく。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

当地域においては、生産数量のめやすに即した作付けの推進を図っており、令和３

年産の作付実績については、「夢しずく」が 72.8ha、「ヒノヒカリ」が 218.2ha、「さ

がびより」が 177.3ha、「ヒヨクモチ」が 145.2ha となっている。 

今後も需要に応じた生産を基本とし、佐賀県ブランド米である「さがびより」の生

産拡大を行いつつ、「夢しずく」や「ヒノヒカリ」、「コシヒカリ」、「ヒヨクモチ」な

どの作付けを推進し、安定的な生産・供給体制を構築する。 

 

（２）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

産地交付金を活用しながら、多収品種（ミズホチカラ）の作付けと団地化の取組を

引き続き支援するとともに、主食用米への混入防止及び収量・品質の向上を目指す。

また、実需者へ働きかけ、生産者とのマッチングを積極的に支援し、地域をあげて販

路の拡大及び販売数量の確保に努める。 

  

 イ 米粉用米 

作付実績はわずかではあるが、主食用米の需要が減少している一方で、米粉用米は

消費者ニーズが増加していることから、転作の一環として、作付けの推進を行う。な

お、中山間地を中心とした未整備圃場（湿田・用排水路の不良）や平坦地での部分転

作圃場への作付けを中心に、面積の拡大を目指す。 

 

ウ 新市場開拓用米 

   当地域の地理的優位性を活かした海外への輸出を産地交付金により支援し、食料自

給率・食料自給力の向上や生産者の所得向上を図る。 

 

  エ 加工用米 

現状として作付実績はわずかではあるが、清酒用として需要があることから、転作

の一環として、作付けの推進を行う。なお、中山間地を中心とした未整備圃場（湿

田・用排水路の不良）や平坦地での部分転作圃場への作付けを中心に、面積の拡大を

目指す。 

 

（３）麦、大豆 

麦については、適期播種や排水対策等を中心に、可能な限り栽培基本技術を徹底 

し、収量の向上を図る。また、生産基盤である農地を最大限に利用できるよう、産地

交付金を活用して二毛作による作付けを推進し、麦わらについてもすき込みによる有

効利用に取り組む。 

大豆については、今後とも主食用米に代わる重要な地域の戦略作物として、経営所

得安定対策等を活用して作付拡大を推進するとともに、麦同様に栽培基本技術の徹底

による収量・品質の向上を目指す。 



 

（４）高収益作物（野菜等） 

不作付地の解消や自給率の向上を図るため、産地交付金を活用しながら、複合経営

による経営の安定化と野菜振興を推進する。なお、キャベツ、タマネギ、ジャガイ

モ、大根、ブロッコリー、アスパラガス、イチゴを地域重点振興作物とし、面積拡大

による産地化を図る。特に、露地野菜については、実需者からの需要への対応や契約

栽培による生産者の収入安定化等に資するため加工用の作付けを推進する。また、施

設野菜のうちアスパラガスについては、消費者から選ばれる作物づくりのため県版

GAP（農業生産工程管理）の導入を推進する。  

 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

640.7 591.9 635.0

94.5 101.7 90.4

14.5 14.5 15.6

0 0 1

0.5 0.5 0.5

0.6 37.2 0.5

626.7 620.0 631.8 626.0 640.0 633.6

147.9 141.3 146.0

83.3 98.4 84.3

・野菜 83.3 98.4 84.3

0 0 0.1畑地化

大豆

高収益作物

麦

作物等

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

飼料用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

飼料用米複数年契約
取組面積・数量

86.9a・458t
93.6ha・（47.7t）

493t

飼料用米
作付面積・数量

94.5ha・498t
93.6ha・（47.7t）

493t

米粉用米複数年契約
取組面積・数量

11.8ha・62t
12.3ha・（2.3t）

65t

米粉用米
作付面積・数量

14.5ha・76t
12.3ha・（2.3t）

65t

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

地域重点振興作物（施
設野菜）の生産支援

（基幹）

12

3

4

5

6

7

8

11

麦わらの有効活用支援
（基幹・二毛作）

麦二毛作助成（二毛
作）

地域重点振興作物（施
設野菜）の新規生産支

援（基幹）

大豆の団地化支援（基
幹）

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1
キャベツ、タマネギ、ジャ
ガイモ、大根、ブロッコ

リー

地域重点振興作物（露
地野菜）の生産支援
（基幹・二毛作）

露地野菜
作付面積

77.1ha 77.5ha

9

10

アスパラガス、イチゴ

キャベツ、タマネギ、ジャ
ガイモ、大根、ブロッコ

リー

アスパラガス、イチゴ

アスパラガス

麦

飼料用米

麦

2

大豆

地域重点振興作物（露
地野菜）の加工用の生
産支援（基幹・二毛

作）

県版GAPの導入支援（基
幹）

飼料用米の団地化支援
（基幹）

麦（二毛作）作付面積 620.0ha 655.1ha

加工用露地野菜
作付面積

54.1ha 70.7ha

施設野菜の新規施設面
積（前年度比）

0.2ha 0.4ha

2ha以上5ha未満の団地
面積割合

5ha以上の団地
面積割合

13.7% 16.0%

34.7% 45.7%

13 飼料用米・米粉用米

飼料用米・米粉用米複
数年契約加算（基幹）
（令和2年・3年からの

継続分のみ）

麦わらすき込み割合 48.7%

飼料用米多収品種加算
（基幹）

飼料用米（多収品種）
作付面積

94.5ha飼料用米

輸出用米
新市場開拓用米（輸出
米含む）の取組支援

（基幹）

前年度（実績）
（3年度）

目標値
（5年度）

輸出用米作付面積 0ha 0.2ha

59.9%

94.9ha

3ha以上の団地面積割合 25.7% 30.2%

県版GAP導入面積 0ha 0.2ha

6.3ha 6.8ha
施設野菜
作付面積



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：

協議会名：鳥栖市農業再生協議会

1
地域重点振興作物（露地野菜）の生産支

援（基幹）
1 12,930

キャベツ、タマネギ、ジャガイモ、大根、ブロッ
コリー

露地野菜作付面積に応じて支援

1
地域重点振興作物（露地野菜）の生産支

援（二毛作）
2 12,930

キャベツ、タマネギ、ジャガイモ、大根、ブロッ
コリー

露地野菜作付面積に応じて支援

2
地域重点振興作物（施設野菜）の生産支

援（基幹）
1 20,000 アスパラガス、イチゴ 施設野菜作付面積に応じて支援

3
地域重点振興作物（露地野菜）の加工用

の生産支援（基幹）
1 4,270

キャベツ、タマネギ、ジャガイモ、大根、ブロッ
コリー

加工用露地野菜作付面積に応じて支援

3
地域重点振興作物（露地野菜）の加工用

の生産支援（二毛作）
2 4,270

キャベツ、タマネギ、ジャガイモ、大根、ブロッ
コリー

加工用露地野菜作付面積に応じて支援

4
地域重点振興作物（施設野菜）の新規生

産支援（基幹）
1 86,000 アスパラガス、イチゴ 施設野菜の新規施設面積（前年度比）に応じて支援

5 県版GAPの導入支援（基幹） 1 8,600 アスパラガス 県版GAP導入面積に応じて支援

6 麦二毛作助成（二毛作） 2 12,177 麦 麦（二毛作）作付面積に応じて支援

7 飼料用米の団地化支援（基幹） 1 2,580 飼料用米 3ha以上の団地面積に応じて支援

8 大豆の団地化支援（基幹）（2ha以上） 1 5,160 大豆 2ha以上5ha未満の団地面積に応じて支援

9 大豆の団地化支援（基幹）（5ha以上） 1 8,600 大豆 5ha以上の団地面積に応じて支援

10 麦わらの有効活用支援（基幹） 1 800 麦 麦わらすき込み割合に応じて支援

10 麦わらの有効活用支援（二毛作） 2 800 麦 麦わらすき込み割合に応じて支援

11 飼料用米多収品種加算（基幹） 1 5,000 飼料用米 飼料用米（多収品種）作付面積に応じて支援

12
新市場開拓用米（輸出米含む）の取組支

援（基幹）
1 20,000 輸出用米 輸出用米作付面積に応じて支援

13
飼料用米・米粉用米複数年契約加算（基幹）

（令和2年・3年からの継続分のみ）
1 6,000 飼料用米・米粉用米 飼料用米複数年契約取組面積に応じて支援

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）


